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資料１－２

第２回検討委員会 事務局説明要旨

地域センター

・現在１８館 市内、小学校区に設置（１９館目が４・５年先にできる予定）

・開館時間 朝の９時から夜１０時まで

・個人利用 無料

・団体 基本的に有料

・団体登録

基本的に、団体登録を毎年度する。

利用対象者、使用料の免除規定に当てはまる団体であるかを判断するため

・職員 地域センター１８館に職員は５５名、すべては嘱託職員

・免除

一番多い免除 趣味の団体

サークル、市民の方が５人以上集まって何かの目的で利用するなど

２１年３月期については９８％が免除、２％が有料

福祉会館

・位置づけ

老人福祉センターという機能を中心として、福祉関連の総合的な複合的な施設

・開館日時

祝日、年末・年始を除く午前８時半から午後１０時まで

老人福祉センターの機能としては、午前９時から午後４時まで

・利用状況

平成１８年度は年間延べ１８万６，０００名ほど、平成１９年度は延べ１８万５，０００名ほ

ど、平成２０年度は延べ１８万３，０００名ほど、１日当たり５００名を超える。

・職員体制

健康相談室の保健師有資格者１名を含めて、嘱託職員６名と、市の管理職経験の再任用職員の

館長１名の配置、合計７名の職員体制

高齢者福祉課業務係と連携し、施設の運営管理を行っている。

・福祉会館の主な業務は

① ９つの集会室などの窓口受付事務

② 老人福祉センターの機能

・免除

福祉関係の団体が免除団体の中では５７％、全体の割合では、４６．７％

次いで、その上の社会教育関係が免除率、全体での割合で２２．８％

その他の団体は、小学校や中学校のＰＴＡ活動、市民祭り、産業祭り等の各種イベント、行政
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活動への協力活動、官公署の利用など

公民館

・中央公民館の他に１０の分館

・すべて小平市教育委員会に属し、２３名の職員のほか、嘱託職員が３４名、臨時職員が１２名、

・社会教育法の２９条により公民館運営審議会設置

・公民館８館会（中央公民館以外の分館にそれぞれの団体、サークルでつくる利用者懇談会、あ

るいは分館によっては友の会と称する組織があり）

・利用の実績…平成１９年度は、すべての公民館を合計すると、約５１万５，０００人（公民館

祭りなどのイベントを含む）

・利用時間帯…おおむね午前が４割、午後が４割、夜間が２割

・公民館の事業…①学習機会の提供

主に定期講座や講演会、音楽等を開催する事業、

②サークル活動等、自主的な学習への支援

公民館が主催をする講座終了後のサークル化への育成援助、それら自主サー

クル等に対して活動の場を提供する。

公民館の中に保育室を開設や住民からの学習相談、アドバイス、情報提供等

などの支援を行う。

・使用料の免除

平成２０年度 ３月分

公民館の利用が３，０４７件

７条第１号の市、いわゆる公共的な関係が１９０件、６．２％

第２号の社会教育関係団体の利用が２，８０４件で、２％

以上の合計２，９９４件が免除の対象

適用しなかったものについては５３件、１．７％

内訳 １号…公民館内部での使用６９．５％（市の他の部署、セクションが４．８％、他の

官公署１３．７％）

２号…サークル関係９２．３％、父母会が３．２％、自治会２．５％、市民活動２％

免除なし…会社の会合、市外の団体

他市の状況…別紙

体育館・体育施設

➀市民総合体育館

・施設内容

第一体育室、サブ施設の第二体育室、第三、第四体育室、体操、軽体操などの第五体育

室、幼児体育室、個人利用専用のトレーニング室、そして弓道場、２５メートル６コー
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スの温水プールのほか、会議室３室

・利用単位

プールが１時間、トレーニング室が１時間１５分、他の施設が２時間３０分

・利用の状況

平成２０年度は年間で約３０万８，０００人、一月平均約２万５，６００人

・１日平均

約８９０人、大人と子どもの割合は、大人８対子ども２の割合

・２１年３月の利用人数

約２万６，５００人、２０年度数値を１９年度、前年度と比較すると、年間で約１万人

の増、一月平均でも１，０００人程度、１日平均３５人、全体では３．７％の利用増

・年間の利用料収入

平成２０年度で約５，３００万円、前年よりも１００万円程度増加

②プール

・野外プール 萩山公園内に５０メートル

東部公園プール、流れるプールと２５メートル競泳プール

・屋内プール 市民総合体育館の温水プール

・利用

平成２０年度は約２カ月の範囲で、合わせて約６万６，７００人

内訳 東部公園プールは約５万１，０００人、

萩山公園プールは約１万５，７００人

・年間の利用料収入…２０年度で、両プールで約１，２２６万円

③テニスコート

上水テニスコート、中央公園テニスコート、天神テニスコートの３カ所

・申請の状況

２０年度で年間約３万１，６３０時間、１面当たり年間約２，５００時間

・利用料金収入

２０年度約２，０００万円弱

④グラウンド

萩山公園グラウンド等５カ所

・利用の状況

月平均、１カ所当たり約１２０時間、１日平均、１カ所当たり約４時間程度

・利用料金収入

２０年度約６６０万円弱
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施設名
使用料収入額　A

※1

免除額　B
(免除がない場合
収入となった額）

収入＋免除額 C
（Ａ＋Ｂ）

免除額率（使用料）Ｄ
（B/C）

利用者一人当た
りのコスト E
※2

Ｅのうち
税負担率

F
※3

Ｅのうち
税負担額
（E•~）

年間稼動率

19年度 67,300円 1,816,494円 1,883,794円 96.4% 570円 99.9% 570円 91.0%

17年度 77,900円 2,958,300円 3,036,200円 97.4% - - - 90.7%

19年度 1,079,300円 29,435,454円 30,514,754円 96.5% 317円 99.5% 316円 91.8%

17年度 1,210,700円 29,296,700円 30,507,400円 96.0% - - - 91.8%

19年度 1,559,300円 12,976,500円 14,535,800円 89.3% 466円 98.1% 457円 93.7%

17年度 1,785,800円 12,904,200円 14,690,000円 87.8% - - - ※5　　46.8%

19年度 1,247,500円 56,373,700円 57,621,200円 97.8% 393円 99.4% 391円 85.2%

17年度 1,272,000円 58,633,800円 59,905,800円 97.9% - - - 84.9%

19年度 49,508,030円 4,066,400円 53,574,430円 7.6% 2,579円 72.8% 1,877円 94.0%

17年度 53,548,235円 3,148,750円 56,696,985円 5.6% - - - 94.5%

19年度 52,513,800円 8,644,250円 61,158,050円 14.1% 665円 73.3% 488円 94.0%

17年度 55,092,945円 7,495,375円 62,588,320円 12.0% - - - 94.0%

19年度 765,700円 477,000円 1,242,700円 38.4% 3,080円 94.7% 2,916円 52.3%

17年度 476,550円 1,092,200円 1,568,750円 69.6% - - - 52.3%

106,740,930円 113,789,798円 220,530,728円 51.6% - - -

113,464,130円 115,529,325円 228,993,455円 50.5% - - -

※1　地域センター、福祉会館、公民館については、用具等の使用料は除く。
※2　施設維持管理の総コスト／年間利用人数
※3　(施設維持管理の総コスト―使用料収入)／施設維持管理の総コスト
※5　改修工事にため稼動日数減

各施設の使用料免除状況(１７・１９年度比較)

集会室
（東部出張所・喜平図書
館・上宿図書館）

1

2 地域センター

3 福祉会館

4 公民館

5 体育施設

6 総合体育館

八ヶ岳山荘7

19年度合計

17年度合計
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狛江市公民館（全２館）

　使用料改定は平成18年７月１日

　社会教育関係団体は平成17年度までは全額免除、平成18年度から実費額（維持管理費※）徴収

年間稼動率

H17との増減 H17との増減

17年度 872 14,152 87.8%

18年度 7,729 6,857 13,555 -597 86.4%

19年度 8,527 7,655 13,141 -1,011 85.8%

20年度 8,453 7,581 13,358 -794 87.0%

※光熱水費・人件費

使用料(千円） 利用件数（件）

使用料見直し後の使用料と稼働率の変化
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意見聴取用資料１

公民館の役割とは

公民館の設置理由

鈴木 良貞

昭和 21年 9月 寺中構想「公民館の建設」 寺中作雄（公民教育課長）

    戦後の復興を社会教育と学校教育で支えていくために、公民館で協調や

協同心・常識と見識を養って豊かな教養を身につける。

    民主教育の普及のために教育機関として、公民館を作ろうと発表。

昭和 21年 11月 日本国憲法 第 26条

    すべて国民は、法律の定めるところにより、その能力に応じ、ひとしく

教育を受ける権利を有する。

昭和 22年 5月 日本国憲法 第 14条

    すべての国民は、法の下に平等であって、政治的、経済的、社会的関係

において、差別されない。

教育基本法 第 7条第 1項

    家庭教育等の教育は、国及び地方公共団体によって奨励する。

教育基本法 第 7条第 2項

    国及び地方公共団体は、公民館・図書館・博物館等の施設の設置、学校

の施設の利用は教育の目的の実現に努める。

昭和 23年 教育委員会（地方自治法）

    政治に対する教育の中立性を確保するために、自治体の市長部局から独

立した教育行政機関とする。

昭和 24年 社会教育法 第 5章 公民館  第 20条（目的）

    市町村の住民のために、生活文化の振興・社会福祉に寄与する目的。

    （政治や宗教等に影響を受けないように、中立性をとる。市長部局から

独立した教育委員会が所管し、管理運営をはかる。
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公民館は戦前にはなく、海外には公民館というものは無い。日本独自の「公の施

設」である。

   公民館のほとんどが市町村立で、国立や都立は無い。

公民館の目的は、社会教育法に基づく生涯学習の中核施設として、地域社会にお

けるコミュニティづくりの推進に努めるとともに、世代を超えた学習や交

流の場として、市民相互の連携を深めることにより、地域社会に寄与する

ことを目的とする。

公民館の事業は、地域住民に対する生活文化や教養の向上、高齢者の生きがいづ

くり、地域の生活に密着した事業としての講座や教室を行い、学習サーク

ルの育成に努めている。

公民館は利用者が主体の施設である。

   社会教育法第 5章 公民館とは「一定範囲の地域の住民のために存在する」

とある。

教育委員会の組織・人事・教育機関の運営・組織等は教育委員会の権限であると

法律に示されている。

   地方教育行政の組織及び運営に関する法律」

   「社会教育法」によって、公民館の組織改革・人事・運営を行うこと。

         教育行政と教育機関の分離を規定している法律に反することになり、公民

館の教育機関としての独立性を守ること。

      

   各自治体の条例で「社会教育法、第 20 条の目的で公民館を使用する場合

は無料とする。」と規定しているので、公民館を有料化している自

治体は全国でも少ない。

      なお、小平市の現行条例の仕組みは原則有料であって、社会教育上

奨励すべき使用については、例外規定としての減免措置を講じてい

る。

   社会教育法、第 21条「公民館は市町村が設置する。」と定めている。

   地方自治法、第 2条 第 3項（例示）

      市町村は学校、公民館、図書館、博物館を設置すること。

      義務教育については、授業料を徴収することはできない。

      学校教育法、第 6条の規定は公民館にも適用する。

      公民館の法的位置づけは、義務教育諸学校（小・中学校）と同等で

ある。1小学校区 1公民館体制を基本に設置されている。
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